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強震記録に基づく地震動分布即時推定システムの構築 
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1．はじめに 1 

 国土交通省は震度4以上が観測された地震の発

生直後に所管施設の点検を開始するが、地震が夜

間に発生した場合、また被害の大きさや分布に

よっては、被害状況の把握に数時間以上要するこ

とも少なくない。2011年3月に発生した東日本大

震災では、中部地方以東の全域で所管施設の点検

を実施し、被害が甚大な東北・関東地方では点検

終了まで長時間を要した。同様に広域での多様な

被害が想定される首都直下地震や東海･東南海･南

海地震でも、被害状況の概略の把握にさえ長い時

間を要すると予想される。このように所管施設の

被害状況が把握できない状況が続くと、災害対策

本部等では迅速かつ的確な初動対応が困難になる。  
そこで、国総研では、地震発生直後に災害対応

担当者が迅速かつ的確な初動対応の準備にとりか

かれるよう、地震計ネットワーク等で得られる強

震記録から地震動分布を推定する手法、及び地震

動分布と河川施設・道路施設等の所管施設のデー

タをもとに被害状況を精度良く推測する技術の開

発を国総研のプロジェクト研究 (H23～H26)とし

て行っている 1)。本稿では、即時に強震記録を共

有し地震動分布を推定・表示するシステムの構築

状況について紹介する。この地震動分布即時推定

システムの構築は、（独）防災科学技術研究所

（以下、防災科研）との共同研究により推進して

いる。 

2．強震記録共有の仕組み 2 

国土交通省は全国約700箇所に地震計ネット

ワークを整備し、観測結果を速やかに配信してい

る 2)。本研究では地震動分布をより精度良く即時

に推定するため、地震計ネットワークに加え、全

国約1,000箇所に設置された強震計からなる防災
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科研K-NET3)の強震記録を統合して用いる。 
現時点では、地震発生後、自動的にK-NETの

データ（強震記録から計算された計測震度、最大

加速度、最大速度、SI値）が国総研に送信され

る部分まで構築が完了しており、関係するサーバ

の構成及び機能とデータの流れは図 -1のように

なっている。 
防災科研からのK-NETデータは、通信品質と

セキュリティ確保のためインターネットを介さな

いIP-VPN（IP通信網を経由して構築した閉域通

信網）により国総研の地震動分布表示システムに

送信され、地震情報管理サーバから送信される国

土交通省地震計ネットワークのデータ（MLIT
データ）と統合される。 

これとは別に、地震動分布の推定に必要となる

震源位置とマグニチュードが地震発生後に（一

財）日本気象協会(JWA)から送信される。これら

3者のデータをもとに、3.で示す手法により地震

動分布が計算されるようになっている。 

3．地震動分布推定手法 

3.1 地震動分布の推定手順  
被災度を推測しようとする施設のうち、近傍で

強震観測が行われているものは少ないため、強震

観測点位置での値をもとに地震動強さの分布を推

定する必要がある。 
地表面での地震動強さは地点ごとに異なる表層

地盤の特性に大きく影響されることから、地表面

の地震計で得られた地震動強さをそのまま空間補

間すると誤差が大きい。そのため、図-2のように、

表層地盤によって地震動強さが何倍に増幅される

かを表す増幅倍率DBを作成しておき、観測され

た地表面での地震動強さを増幅倍率で除して基盤

面での地震動強さに変換し（図中①）、地震動強

さの空間変動が比較的小さい基盤面で空間補間す

る（図中②）方法が一般的である。震度5弱以上

を観測した地震について気象庁が震度階の面的分
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布を推計した結果を推計震度分布 4)として公表し

ており、これも同様に基盤面で地震動強さを空間

補間している 5)。施設位置での地震動強さは、空

間補間で得られた施設位置直下の基盤面における

地震動強さにその位置での増幅倍率を乗ずること

で得られる（図中③）。 

3.2 表層地盤の増幅倍率 
表層地盤の増幅倍率は、地震ハザードステー

ション 6)で公開されている250mメッシュの表層

30m平均S波速度（図 -3）をもとに、既往の研究

成果7), 8)により算出した。  
表層30m平均S波速度は全国の地形・地盤分類

メッシュマップ 9)をもとに、同じ地形分類であっ

ても標高や地盤の傾斜によって堆積物の粒度が異

なること等を考慮して推定されたものであり、地

震動増幅倍率と相関が高く、地震被害想定に用い

る広域震度分布の予測などにも地盤の揺れやすさ

を表す指標としてよく用いられている10)。 
3.3 基盤面での地震動強さの補間 

基盤面での地震動強さの補間は、他機関の地震

被害推定システムなどで用いられている既往の手

法を整理し、実績のある 3つの手法（ Inverse 
Distance Weighted法、Minimum Curvature法、

 
図-1 地震動分布表示システム関係サーバの構成および機能とデータの流れ  

 
図-2 地震動分布の推定手順  
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Kriging法）により実地震の地震動分布を推定し

て適用性を比較検討した。その結果、震源情報が

必要となるものの、補間精度が高く計算量も比較

的少ないKriging法を採用することとした。他の

2手法では補間結果の誤差が若干大きく、現時点

の観測点密度（約15km間隔）では分布が不自然

若しくは地震動強さが部分的に負の値になってし

まう場合があった。実際の計算には、公開されて

いる最大地動分布の推定シミュレータRASMO11)

のプログラムを用いている。 

4．地震動分布表示システム 

 上記の強震記録共有の仕組みと地震動分布推定

手法に基づき、地震発生直後に地表面での地震動

強さの分布を計算、表示するシステムを構築し、

試験運用している。現時点では地震動分布の計算

に時間を要しており、計算時間の短縮を図ってい

るところである。 
例として、本年1月10日に発生した福島県沖の

地震（マグニチュード5.0）の際の最大加速度の

分布を推定した結果を図-4に示す。図では東北地

方を表示しているが、他の地域や全国の表示、震

度階、最大加速度、SI値のタブによる切り替え

表示、強震記録を追加し再表示することができる

ようになっている。 
 

 

 
図-3 表層30m平均S波速度（J-SHIS6)の画面より作成）  

 

 
図-4 地震動分布表示システムの画面イメージ（○：国土交通省観測点，△：K-NET観測点）  
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5．まとめと今後の課題 

 国土交通省地震計ネットワークと防災科研K-
NETの強震記録を統合し、表層地盤の地震動増

幅特性を考慮した観測値の補間に基づく地震動分

布の即時推定システムを構築した。今後、地震動

分布の計算時間を短縮するとともに、地震動強さ

の推定精度をさらに向上させる必要がある。 
前述のように、表層地盤の地震動増幅特性は、

地形・地盤分類メッシュマップから推定した

250mメッシュの表層30m平均S波速度をもとに

算出したものであり、施設位置での増幅特性とは

一致しない場合もある。特に国土交通省地震計

ネットワークには所管施設の近傍に位置する観測

点もあるため、被害状況の推測には、当該施設近

傍の観測点で得られた強震記録から算出した地震

動増幅倍率を用いることにより高精度化が図れる

と考えている。 
現在、地震発生直後に地震動分布と被害状況の

推測結果をあわせて表示するシステムの開発を目

指し、地震動分布と所管施設のデータをもとに被

害状況を精度良く推測する手法の研究を並行して

進めているところである。  
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